
平成 29 年情報処理実態調査結果概要 

 

経済産業省は、民間企業における情報処理の実態把握を目的とする「情報処理実

態調査」を毎年実施しており、今般、平成 29 年調査の結果をとりまとめました。 

 

１．調査の対象 

日本標準産業分類に準拠した 26 業種、資本金 3,000 万円以上及び総従業者数 50 人

以上の民間事業者 9,056 事業者に対して調査を実施。 

（回収企業数 2,263 社、回収率 25.0％） 

 

２．調査結果の概要 

（１）攻めのＩＴに対する取組状況 

コスト削減や既存業務の管理等を目的とした IT 活用に係る取組を「守りの IT」 、売

上や付加価値拡大を実現するための IT 活用に係る取組を「攻めの IT」 と位置づけ、

取組別にIT投資の実施状況をみていくと、「攻めのIT」で最も割合が高いのは「業務プ

ロセスやビジネスモデルの刷新」の 27.9%、次いで「既存のサービス・製品の売上・販売

の拡大」が 23.6%となっており、「守りの IT」に該当する項目と比較して取り組んでいる

企業の割合は低いという結果となった。 

 

＜図１ 取組別の IT 投資の状況＞              

21.2

27.9

23.6

21.6

19.9

60.0

52.9

60.8

39.4

0 20 40 60 80 100

新規事業の立ち上げ

（新サービス・新製品の開発・販売等）

業務プロセスやビジネスモデルの刷新

既存のサービス・製品の売上・販売の拡大

顧客満足度の向上や新規顧客の開拓

従業員満足度の向上や職場の活性化

既存の業務の効率化やコスト削減の推進

既存業務の管理（会計・人事・生産 等）

リスク対応やセキュリティ対策の強化

法令などへの対応

(％)

「
攻
め
の
I
T
」

「
守
り
の
I
T
」

 

 

（２）クラウド・コンピューティングの利用状況 

 平成 28 年度の「クラウド・コンピューティング利用率」は前年度差+8.4 ポイントの

59.3%となり、平成 18 年度の調査開始以来最大の数値を示した（図２）。 

また、平成 28 年度の「クラウド・コンピューティングの導入・利用上の課題 」をみると、



「トータルコストが高い」ことを挙げた企業の割合が 36.2%と最も高く、次いで「重要データ

を社外に出せない」が 29.1%、「システムの信頼性・安全性が不十分」が 28.5%となってい

る（図３）。前年度比較においては、全項目にわたって数値が下がる結果となったことか

ら、クラウド・コンピューティングの利用における課題が徐々に解消されつつあるといえ

る。 

＜図２ クラウド・コンピューティングの利用率＞ 

 

＜図３ クラウド・コンピューティングの導入・利用上の課題の推移＞ 
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（３）情報セキュリティの対策状況 

平成 28 年度の「情報セキュリティ対策の実施状況」をみると、実施している割合が

高い順に「情報セキュリティに関する全社的な対応方針（セキュリティポリシー）の策

定・社内外への宣言・公表」が 57.9%、「情報セキュリティに関する従業員向けの教育・

研修の実施（標的型メール対応訓練等）」が 56.0%、「サイバー攻撃に関する情報共有

活動への参加や、関係機関からの情報収集（脆弱性に関する情報・事故情報等）、入

手した情報を有効活用するための環境の整備」が 45.7%となっている。（図４）。 

 

＜図４ 情報セキュリティ対策の実施率＞ 
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情報セキュリティ対策実施における責任者（CISO等）の任命

情報セキュリティインシデントに対処するためのチームあるいは窓口（CSIRT）の設置

サイバー攻撃に関する情報共有活動への参加や、関係機関からの情報収集（脆弱性に

関する情報・事故情報等）、入手した情報を有効活用するための環境の整備

情報セキュリティに関する全社的な対応方針（セキュリティポリシー）の策定・社内外への

宣言・公表

社内情報資産に対するリスク分析を実施し、分析結果に応じた具体策の検討・実施・見

直し・改善

情報セキュリティに関する従業員向けの教育・研修の実施（標的型メール対応訓練等）

系列企業や、サプライチェーンのビジネスパートナー、またはITシステムの運用管理の委

託先における情報セキュリティ対策実施状況の確認

対策を実施する際のサイバーセキュリティ経営ガイドライン（経済産業省）の参照

実施している

検討中、または今後実施予定

現在実施しておらず、特に検討も行っていない

 

 

（４）その他 

本調査においては、このほか、取組別のＩＴ投資の状況、ＩＴ役員の状況などについて

も取りまとめています。 

 


